


























　国連薬物犯罪事務所（UNODC2019）が 2019 年に出した‘The World Drug Report 2019’に
よると、2017 年の世界の薬物使用者は 2 億 7,100 万人であったという。この人数は、世界の
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押収量 45％に相当し、2007 年から 2017 年の 10 年間に 8 倍以上押収量が増えている。その他と
して、アフガニスタンでのケシ栽培の面積が増えていることについても言及している。報告で
は、2017 年に薬物の使用によって世界で 58 万 5,000 人の「健康な命」が失われたことについて
も触れている。この薬物による死者数を人生に置き換えると 4200 万年分になると指摘している。





　カナダは 2018 年に嗜好用の大麻の合法化に踏み切った。世界で 2 番目の合法化であった。カ
ナダに先んじて、世界で最も早く大麻の生産・販売を合法化したのは、ウルグアイ（2013）で
あった。カナダでは 1923 年に大麻所持が違法になり、2001 年に医療目的での大麻使用が合法化





合法化といえども、 30 グラム以上の大麻を所持した場合、 また 1 家族につき 4 本以上大麻苗木を
栽培した場合、認可外の業者から購入した場合、未成年に大麻を販売した場合は、いずれも違法
になる （「BBC NEWS JAPAN」 2018 年 6 月 20 日、 「Huffingtonpost Canada」 2013 年 8 月 22 日）。
　フランスでは 2018 年に、大麻使用者に対して科していた禁固刑（1 年）を廃止することを発







らかにしている（「AFP BB NEWS」2018 年 1 月 26 日）。











活動方針に掲げているトランスフォーム薬物政策財団（TRANCEFORM Drug Policy Foundation）




　結局、ニューヨーク州では嗜好用大麻は合法化に至らず、2019 年 7 月、州内において非犯罪
化することが導入された。アメリカで大麻を非犯罪化しているのは、ニューヨーク州を含み 15
州ある。尚、アメリカでは連邦法のもとでは大麻は非合法である（『日本経済新聞』2014 年 1 月
























　この厳罰主義の薬物政策について、2011 年薬物政策国際委員会（The Global Commission）は



















































































4, 5, 6, 7 条、その他）
















い（第 3 条の 3, 4）



























1970 年代に入りふたたび増えはじめた。それまで 1,000 人を下回っていた人数が 1970 年には
1,600 人以上にのぼり、3 年後の 1973 年には 8,000 人を突破した。表 2 からもわかるように、70
年代以降の覚醒剤での検挙人員は 74 年を除き、ほぼ毎年増加していた。危機感を抱いた当時の
政府は、1970 年 6 月に閣議決定に基づき、総理府に「薬物乱用対策推進本部」を設置し、より
強化して薬物乱用の防止、薬物防止のための啓発に取り組むことを打ち出した。この推進本部




　その後 80 年代に入り、危機感は現実のものとなる。1984 年に覚醒剤による検挙人員が 2 万
4,000 人を突破し、覚醒剤事犯がふたたび増えはじめた 1970 年代以降で、最も多い人数となっ
た。これを受けて、第二次乱用期に突入する（『昭和 60 年版　犯罪白書』）。第二次乱用期は鎮静
化することなく、その後、覚醒剤事犯での検挙人員は 2 万人台で推移していく。1989 年に覚醒
剤事犯での検挙人員が 2 万人を下回るようになるが、90 年代に入りふたたび増加し、1997 年に





年 覚せい剤取締法 麻薬取締法 あへん法 大麻取締法
1951 17,528 2,208 ― 24
1954 55,664 2,092 30 17
1955 32,140 1,753 181 52
1956 5,047 1,575 140  33
1957  781 1,365 173  29
1958  271 2,073 76  13
1960  476 1,987 315  10
1961  477 2,442 199  24
1962  546 2,176 208  34
1963  971 2,571 417  147
1965  735 1,090 902  259
1968  775 361 1,148  410
1969  704 239 377  413
1970 1,618 245 230  733
1971 2,634 229 202  717
1972 4,777  341 251  726
1973 8,510  429 287  761
1974 6,119  393 171  720
1975 8,422  232 140  909
1976 10,919  165 185  960
1977 14,741  125 191 1,096
1980 20,200  158 264 1,433
1982 23,719  100 270 1,244
1983 23,635  89 408 1,231
1984 24,372  132 197 1,391
1988 20,716  126 213 1,570
1989 16,866  248 168 1,470
1994 14,655 303 214 2,003
1997 19,722 169 140 1,104
1998 17,084 277 134 1,316
2001 18,110 49 271 1,525
2003 14,797 55 530 2,173
2008 11,231 601 21 2,867
2010 12,200 375 23 2,367
2014 11,148 452 24 1,813
2015 11,200 516 4 2,167
2017 10,284 505 12 3,218
2018 10,030 528 2 3,762
2019  8,730 558 2 4,570
（注）　1954 年は第一次乱用期、1984 年は第二次乱用期、1997 年は第 3 次乱用期。










校生の好奇心につながっていったと見ることができる。1994 年には 42 人であったが、翌年の 95










際、1998 年 6 月に開催された国連麻薬委員会では、覚醒剤対策が議題としてのぼり、世界が関
心の目を向けることとなった。この時期はさらに、覚醒剤のみならず、大麻やコカイン、合成麻
薬なども出回るようになり、薬物の多様化がすすんだ時期でもあった。
　第三次乱用期に入っても、検挙人員は 1 万人台を保って推移していくが、2019 年になり覚醒







































































滅に取り組んだ。その結果、2015 年 7 月にすべての危険ドラッグ取り扱い店舗を全滅させるに
至った（7）。また、この「第四次五か年戦略」の期間、覚醒剤密輸の摘発が相次ぎ、押収される覚
醒剤の量が急激に増加した。「第三次五か年戦略」がはじまった 2008 年には、押収量は 400 キロ
程度であった。しかし、「第四次五か年戦略」の初年度の 2013 年には 800 キロを超える押収量で
表 3　覚醒剤事犯に占める青少年覚醒剤事犯での検挙人員
 （単位：人）
年 1998 1999 2000 2001 2002 2003
検挙人員総数 17,084 18,491 19,156 18,110 16,964 14,797
　内、少年覚醒剤事犯 1,079 1,003 1,148 954 749 528
　　内、中学生 39 24 54 45 44 16
　　　　高校生 103 81 105 83 66 36
出典：薬物乱用対策推進本部（2008）「第三次薬物乱用防止五か年戦略」。
城西現代政策研究 第14巻 第２号14






























年 2008 2012 2013 2015 2016 2017 2018 2019






例を見てみよう。この法律では、第 8 章（第 41-42）において刑罰を定めている。第 41 条では、
覚せい剤を輸入・輸出、製造した場合、1 年以上の有期懲役を科すとしている。同条 2 では、営
利目的で前項の罪を犯した場合、無期または 3 年以上の懲役、情状により無期、または 3 年以上
の懲役、および 1,000 万円以下の罰金を科すと定めている。また、第 41 条の 2 では、覚せい剤
を所持、譲り渡し、譲り受けした場合、10 年以下の懲役に処すると法定している。第 41 条の 3
では、覚醒剤の使用についての罰則が定められている。覚醒剤の使用禁止（同法第 19 条）に違
反した場合、10 年以下の懲役を科すと定めている。
　10 年以下の懲役や無期懲役は、窃盗罪（刑法第 235 条：10 年以下の懲役、または 50 万円以下

















部を改正する法律」（2013 年法律第 49 号）、および「薬物使用等の罪を犯した者に対する刑の一
部の執行猶予に関する法律」（2013 年法律第 50 号）に基づいて、新設された制度である。
　この制度の導入によって、禁固刑以上の前科がない者などに対して、3 年以下の懲役、または




に必要または相当と認められた場合、1 年以上 5 年以下の期間、その刑の一部の執行を猶予でき
るとしている。ただし、猶予期間中に保護観察を要する。この制度の活用により、再犯を防ぐこ
とや薬物依存からの離脱に効果があると考えられている。法の施行から 1 年余りが過ぎた 2017
年 10 月、この制度が思うように運用されていないことが報じられた。公判の際に出所後は民間
の施設で依存治療に取り組む、としながらも、実際には入所しないケースが多く発生していると
































（ 1 ） 覚せい剤取締法（2019 年 12 月 4 日公布、法律第 63 号〔第 4 条〕、2020 年 4 月 1 日施行）の改正に
伴い、覚醒剤取締法へ名称が変更された。本稿では、変更前の法律名称には「覚せい剤」を、それ以
外は「覚醒剤」の表記を用いる。
（ 2 ） 古藤（2017：9）は、ハームリダクションと非処罰化について論じている。そのなかで、非処罰化
は厳罰主義の次に厳しい向き合い方であることを指摘している。






（ 4 ） 1998 年に薬物乱用対策推進本部が打ち出した「薬物乱用防止五か年戦略」によると、1994 年ごろ
からパソコン通信等を利用した薬物密売事例が見られていたという。
（ 5 ） 1997 年に内閣に「薬物乱用対策推進本部」が設置されたことを受け、1970 年に設置された推進本
部は解散することになる。新たに設置されたこの「薬物乱用対策推進本部」はその後、2008 年 12 月
「犯罪対策閣僚会議」のもとに統合され、「薬物乱用対策推進会議」と名称を変更した。










等において、「脱法ドラッグ」という名称が用いられるようになった。2005 年 9 月の厚生労働省の
「脱法ドラッグ対策の在り方に関する検討会」において、呼称を「違法ドラッグ」に変更することが
発表された。その後、上述のとおり 2014 年に「危険ドラッグ」に呼称を変更した。
（ 7 ） 危険ドラッグを販売する店舗は、2014 年 3 月の時点で 215 店舗存在していた（薬物乱用対策推進
会議 2018）。
（ 8 ） 中国の薬物問題の動向、ならびにそれへの対応については、真殿（2020）を参照。
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 Today, the international community is seeing changes in drug policy. In what direction is drug 
policy going? Can we also find signs of change in drug policy in Japan?
 Through this article, the author was able to gain the following viewpoints.
 First, some countries in the international community aim to overcome intolerance and strict 
punishment based on the idea of criminal justice and to provide treatment and support in terms of human 
and health rights.
 Secondly, in Japan’s drug policy, there is currently no idea of sticking to the conventional thorough 
crackdown and introducing the perspective of harm reduction, which is drawing attention in the 
international community. However, programs that support medical care and rehabilitation have begun to 
be introduced little by little, and there is a movement to solve drug problems from a new perspective.
Keywords：  drug policy, harm reduction, crackdown （strict punishment）, zero-tolerance, health rights, 
medical and welfare perspectives
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